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規模別企業数の推移
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資料：総務省ホームページ「平成18年事業所・企業統計調査」再編加工。
（注）１．企業数＝会社数＋個人事業所　２．1996年は、常用雇用者300人以下（卸売業は100人以下、小売業、飲食店、サービス業は50人以下）、資本金１億円以下（卸売業は3000万円以下、小
売業、飲食店、サービス業は1000万円以下）の企業を中小企業とする。　３．1999年以降は、中小企業基本法改正後の定義に基づき、常用雇用者300人以下（卸売業、サービス業は100人以下、小
売業、飲食店は50人以下）、又は資本金３億円以下（卸売業は１億円以下、小売業、飲食店、サービス業は5000万円以下）の企業を中小企業とする。　４．小規模企業は中小企業のうち、常用雇
用者20人以下（卸売業、小売業、飲食店、サービス業は５人以下）の企業とする。　５．中規模企業数＝中小企業数－小規模企業数 2



倒産件数と負債総額の推移

18,988

15,352

18,769
19,164 19,087

16,255

13,679

12,998
13,245

14,091

15,646

15,257

13,826

13,011
12,755

13,392

15,877

18,68718,819
18,497

15,135

18,749

16.5

12.3

5.7
5.5

6.7

7.8

11.6

13.8

23.9

13.613.7

4.3

3.8

4.7

5.45.8

7.8
7.3

6.6

8.1

6.8

3.7

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 年(1～12月)

件

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0
兆円

全体倒産件数（左軸）

うち資本金１億円未満企業倒産件数

（左軸）

倒産会社全体の負債金額（右軸）

うち資本金１億円未満企業倒産負債

金額（右軸）

資料：中小企業庁ホームページ（2008年版 中小企業白書）ほかより再編加工。
（注）負債総額1,000万円以上の企業について集計。
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倒産件数と負債総額の推移(平成20年月別)
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資料：中小企業庁ホームページ「調査統計－倒産の状況」より再編加工。
（注）負債総額1,000万円以上の企業について集計。

4



信用金庫・信用組合の預金と貸出金・預け金・有価証券残高の比較と預貸率の推移

①預金と貸出金・預け金・有価証券残高の比較
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①預金と貸出金・預け金・有価証券残高の比較

預金

有価証券

預け金

貸出金

0

20

40

60

80

100

120

140

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

（年度）

（兆円）

（注）各業態の①表における各数値の表示方法は以下の通り。
　　・預金：網掛け部分（アウトラインは実線）の量、・貸出金：０兆円から点線（　　　）までの量、
　　・預け金：点線（　　　）から実線までの量、有価証券：実線から点線（　　　）までの量
　　※各表における矢印は、上記の表示方法の見方を例示したものである。
（備考）「全国信用金庫概況」等の各種資料をもとに作成。

②預貸率の推移
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業態別中小企業向貸出残高
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資料：中小企業庁ホームページ「2008年版中小企業白書－金融機関別中小企業向け貸出残高」ほかを再編加工。
（注）１．中小企業向け貸出残高とは、資本金3億円＜1億円＞（卸売は1億円＜3,000万円＞、小売業、 飲食店、サービス業は5,000万円＜1,000万円＞）以下、または常用従業員
300人（卸売業、サービス業は100人＜サービス業は50人＞、小売業、飲食店は50人）以下の企業（法人及び個人企業） への貸出しを指す。＜＞内は2000年3月以前の定義を指す。
２．信用金庫における中小企業向け貸出残高とは、個人、地方公共団体、海外円借款、国内店名義現地貸を除く貸出残高。３．信用組合における中小企業向け貸出残高とは、個
人、地方公共団体などを含む総貸出残高。４．政府系金融機関＝商工組合中央金庫＋中小企業金融公庫＋国民生活金融公庫５．各年12月の貸出残高及びその割合。６．消費者金融
は各年度末残高。10年３月末は集計されていない。
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信用金庫の業種別貸出金残高シェア
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資料：信金中金総合研究所ホームページ「信用金庫概況」より再編加工。
（注）１．その他には卸売業・小売業・飲食店等の業種を含む。２．個人は主に住宅ローン及びカードローン。
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信用組合の業種別貸出金残高シェア

10.3 9.7 8.6 8.5 8.0 7.6 7.4

11.3 11.2
9.7 9.5 9.0 8.6 8.3

37.4
35.9

36.4 35.4
34.4

33.5 32.8 31.8

8.7
8.8

9.8
9.9

10.8 12.1 14.0

1.3
1.4 2.1 2.4 3.0 3.3 3.5

31.0 33.0 33.5 34.4 34.9 34.8 33.9

7.2

8.1

15.4

3.9

33.6

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

12 13 14 15 16 17 18 19 年度

個人（住宅ローン
等）

地方公共団体

不動産業

その他（卸売業・小
売業等）

建設業

製造業

資料：全国信用組合中央協会調べ。
（注）１．その他には卸売業・小売業・飲食店等の業務を含む。２．個人は主に住宅ローン及びカードローン。
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融資姿勢に対する評価（業態別）
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資料：金融庁公表資料（平成 20 年９月 30 日） 

全国の財務省を通じて、各地域の商工会議所の経営指導員等４６９名を対象に聴き取り調査を実施。 
（注）「合計」は各業態の回答を単純合計したもの。 

中小企業への融資姿勢に対する評価（業態別） 
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地域金融機関に期待する役割
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地域金融機関に期待する役割の具体的な内容 

資料：金融庁公表資料（平成 20 年９月 30 日） 

全国の財務局を通じて、各地域の商工会議所の経営指導員等４６９名を対象に聴き取り調査を実施。 
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直近１年間で零細企業主が利用した借入期間別の資金調達先（重複回答）

（注）「調達する必要はなかった」とするサンプルを除外して集計。調査時点は2008年５月。
（資料提供）東京情報大学准教授　堂下　浩氏
            ※上記の図は堂下准教授の論文「貸金３法改正後の課題」（参考資料参照）より
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出典：日本銀行統計、全国信用金庫財務諸表、全国信用組合決算状況、貸金業者から提出された業務
報告書に基づき作成

金利帯別貸付残高の比較

※1 グラフは、国内銀行（日本銀行と取引のあるもの）、信用金庫（城南信金除く）、信用組合、消
費者向無担保貸金業者、事業者向貸金業者の貸付残高を合算したもの。

※2 国内銀行、信金、信組の金利帯別貸付残高は「％未満、％以上」により分類されているのに対
し、貸金業者の金利帯別貸付残高は「％以下、％超」により分類されている点に留意。
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業態別不良債権比率の推移
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（参考）金融庁ＨＰ「不良債権の状況等について」（資料）金融再生法開示債権等の推移
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信用金庫の不良債権処分額等の推移

①不良債権処分額及び実質業務純益の推移
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②金融再生法開示債権及び純資産の推移
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（備考）全国信用金庫協会調べ、金融庁ＨＰ「不良債権の状況等について」（資料）金融再生法開示債権等の推移ほか各種資料より作成。
（注１）①表：不良債権処分額＝一般及び個別貸倒引当金純繰入額＋貸出金償却（＋（信金中金の場合）特定海外債権引当勘定繰入額）
（注２）12年度以降は信金中金の数値を含む。

14



信用組合の不良債権処分額等の推移

①不良債権処分額及び実質業務純益の推移
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②金融再生法開示債権及び純資産の推移
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（備考）全国信用組合中央協会調べ、金融庁ＨＰ「不良債権の状況等について」（資料）金融再生法開示債権等の推移ほか各種資料より作成。
（注１）①表：不良債権処分額＝一般及び個別貸倒引当金純繰入額＋貸出金償却
（注２）12年度以降は全国信用組合連合会の数値を含む。
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全国銀行の不良債権処分損等の推移

①不良債権処分損及び実質業務純益の推移
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②金融再生法開示債権及び純資産の推移
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